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（注）構成割合は項目ごとに四捨五入で算出しているため、小計や合計と一致しないことがあります。

１ 県立消費生活センター受付状況

（１）相談受付件数
令和６年度に寄せられた相談件数は2,145件で、前年度（2,272件）に比べて

127件（5.6％）減少しました。うち、苦情相談が1,966 件で 91.7％を占めていま

す。

（２）相談内容等

○契約当事者年齢層別では、60 歳台までは減少、70 歳以上は増加

契約当事者を年代別でみると20歳未満から60歳台で減少し、中でも20歳台は

前年度から70件（40.0％）の減少となりました。また、20歳未満のうち、18歳

及び19歳は前年度から14件（51.9％）減少するなど、20歳台以下の減少幅が大

きくなっています。

一方、70歳以上は前年度から60件（9.6％）増加しており、60歳台と合わせた

件数は1,022件と全体の47.6％を占めています。

○相談の多い商品・サービスでは、「商品一般」に関する相談が最多

相談の多い商品・サービスは、迷惑メールや不審な電話、身に覚えのない請求（架

空請求）などの相談を含む「商品一般」が276件で最多でした。次いで「化粧品」

176件、「融資サービス」116件、「健康食品」105件と続きました。

○インターネット通信サービスや固定電話に関する相談が増加

インターネット通信サービスに関する相談（51件）や、電報・固定電話に関する

相談（46件）が前年度から増加し、光回線の切替契約や固定電話の解約に関する相

談のほか、国の機関等を名乗る不審な電話等に関する相談が多く寄せられました。

○通信販売の定期購入に関する相談が再び増加

通信販売のうち定期購入に関する相談は243件と、前年度（201件）から42件

（20.9％）増加しました。内容は化粧品（150 件）、健康食品（72件）の 2つで

91.4％を占めています。

○フリーローン・サラ金や多重債務に関する相談が増加傾向

フリーローン・サラ金や多重債務に関する相談は、前年度に引き続き増加しました。

フリーローン・サラ金の年代別では30歳台（19件）が前年度（9件）より10件

増加しました。

２ 県内市町村消費生活相談受付状況

県内市町村の相談窓口が受け付けた消費生活相談件数は3,205件で、前年度（2,974

件）と比べて231件（7.8％）増加しました。そのうち、消費生活センターを設置して

いる高知市、南国市、幡多広域で受け付けた相談件数の合計は2,759 件で、市町村受

付件数全体の86.1％を占めています。

令和６年度に高知県立消費生活センターに寄せられた相談等の概要
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１　県立消費生活センター受付状況

（１）相談受付件数

表１　相談件数

図１　年度別推移　相談件数

（２）相談方法別

表２　相談方法別

（３）対応処理結果

表３　対応処理結果 （令和７年６月２日現在）

苦情相談 問合せ 要望 R6年度計 R5年度 増減 対前年度比

Ｒ６年度 Ｒ５年度

件数 構成比 件数 構成比

来　訪 ２５８ 12.0% ２２７ 10.0% ３１

電　話 １,８２７ 85.2% １,９７２ 86.8% -１４５

文　書 ６０ 2.8% ７３ 3.2% -１３

合　計 ２,１４５ 100.0% ２,２７２ 100.0% -１２７

　消費生活相談員による相談への対応処理は、消費者への助言が56.4％であった。

１００ １,２０９ ５１１ １６８ １６ ５３ ７３ １５

(4.7%) (56.4%) (23.8%) (7.8%) (0.7%) (2.5%) (3.4%) (0.7%)

令和６年度の相談受付総数は2,145件で、前年度（2,272件）に比べて5.6％（127件）減少し
ている。

１,９６６ １７５ ４ ２,１４５ ２,２７２ -１２７ 94.4%

増減

他機関
紹介

助言
(自主交渉)

その他
情報提供

あっせん
解決

あっせん
不調

処理不能 処理不要 その他

Ｈ27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

下半期 1,590 1,400 1,671 1,165 1,189 1,114 1,167 1,183 1,114 1,069 

上半期 1,485 1,494 1,439 1,414 1,171 1,281 1,056 1,086 1,158 1,076

合計 3,075 2,894 3,110 2,579 2,360 2,395 2,223 2,269 2,272 2,145 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
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（４）契約当事者別

表４　契約当事者　性別等

表５　契約当事者　年齢層別

図２　契約当事者　年齢層別

表６　契約当事者　職業別

Ｒ６年度 Ｒ５年度

件数 構成比 件数 構成比

男　性 ８９４ 41.7% ９４３ 41.5% 94.8%

女　性 １,０８８ 50.7% １,１３９ 50.1% 95.5%

団　体 ９２ 4.3% １２４ 5.5% 74.2%

不　明 ７１ 3.3% ６６ 2.9% 107.6%

合　計 ２,１４５ 100.0% ２,２７２ 100.0% 94.4%

Ｒ６年度 Ｒ５年度

件数 構成比 件数 構成比

20歳未満 ３６ 1.7% ４７ 2.1% 76.6%

（うち18歳、19歳） １３ 0.6% ２７ 1.2% 48.1%

20歳台 １０５ 4.9% １７５ 7.7% 60.0%

30歳台 １３８ 6.4% １５２ 6.7% 90.8%

40歳台 ２４２ 11.3% ２７０ 11.9% 89.6%

50歳台 ３１９ 14.9% ３２４ 14.3% 98.5%

60歳台 ３３９ 15.8% ３４８ 15.3% 97.4%

70歳以上 ６８３ 31.8% ６２３ 27.4% 109.6%

団体・不明 ２８３ 13.2% ３３３ 14.7% 85.0%

合　計 ２,１４５ 100.0% ２,２７２ 100.0% 94.4%

Ｒ６年度 Ｒ５年度

件数 構成比 件数 構成比

給与生活者 ７７９ 36.3% ８３２ 36.6% 93.6%

自営・自由 １８５ 8.6% ２０９ 9.2% 88.5%

家事従事者 １２５ 5.8% １１５ 5.1% 108.7%

学生 ４８ 2.2% ７６ 3.3% 63.2%

無職 ７３６ 34.3% ７０２ 30.9% 104.8%

企業・団体 ９０ 4.2% １２４ 5.5% 72.6%

不明・その他 １８２ 8.5% ２１４ 9.4% 85.0%

合　計 ２,１４５ 100.0% ２,２７２ 100.0% 94.4%

年代別にみると、70歳以上が最も多く31.8%を占め、次いで60歳台、50歳台と続いている。
なお、60歳以上の契約当事者全体に占める割合は47.6％と、前年度（42.7％）より上がってい
る。

また、20歳台は70件減少、20歳未満のうち18歳、19歳も14件減少し、対前年度比60.0％、
48.1％と減少幅が大きい。

前年度比

性
別
等

前年度比

前年度比

年
齢
層
別

職
業
等
別

２０歳未満, 1.7% ２０歳台, 4.9%
３０歳台, 6.4%

４０歳台, 11.3%

５０歳台, 14.9%

６０歳台, 15.8%

７０歳以上, 31.8%

団体・不明, 13.2%

- 3 -
5



２　相談内容等

（１）商品・サービス大分類別

表７　商品・サービス大分類別

※商品一般‥‥

Ｒ６年度 Ｒ５年度

件数 構成比 件数 構成比

商品一般　※ ２７６ 12.9% ２２３ 9.8% 123.8%

食料品 １６５ 7.7% １６６ 7.3% 99.4%

住居品 １０４ 4.8% ９７ 4.3% 107.2%

光熱水品 ４６ 2.1% ４３ 1.9% 107.0%

被服品 ８３ 3.9% ９６ 4.2% 86.5%

保健衛生品 ２３５ 11.0% ２２０ 9.7% 106.8%

教養娯楽品 １２０ 5.6% １５３ 6.7% 78.4%

車両・乗り物 ６８ 3.2% ７５ 3.3% 90.7%

土地・建物・設備 ４９ 2.3% ５４ 2.4% 90.7%

他の商品 ４ 0.2% １４ 0.6% 28.6%

小　計 １,１５０ 53.6% １,１４１ 50.2% 100.8%

クリーニング １２ 0.6% ６ 0.3% 200.0%

レンタル･リース･貸借 ７４ 3.4% ９７ 4.3% 76.3%

工事･建築・加工 ６０ 2.8% ６３ 2.8% 95.2%

修理･補修 ２３ 1.1% ３６ 1.6% 63.9%

管理･保管 １ 0.0% ３ 0.1% 33.3%

役務一般 ２１ 1.0% ２６ 1.1% 80.8%

金融･保険サービス ２１８ 10.2% ２５０ 11.0% 87.2%

運輸･通信サービス １７３ 8.1% １５７ 6.9% 110.2%

教育サービス ３ 0.1% ５ 0.2% 60.0%

教養･娯楽サービス １３７ 6.4% １４２ 6.3% 96.5%

保健･福祉サービス ３２ 1.5% ８４ 3.7% 38.1%

他の役務 １１０ 5.1% １３４ 5.9% 82.1%

内職･副業・ねずみ講 １７ 0.8% ２４ 1.1% 70.8%

他の行政サービス ２５ 1.2% ２０ 0.9% 125.0%

小　計 ９０６ 42.2% １,０４７ 46.1% 86.5%

他の相談 ８９ 4.1% ８４ 3.7% 106.0%

合計 ２,１４５ 100.0% ２,２７２ 100.0% 94.4%

商品・サービス大分類別でみると、「商品一般」に関する相談が最も多く、次いで「保健
衛生品」、「金融・保険サービス」と続いている。

前年度比

商品の相談ではあるが、他の分類に特定できない、または特定する必要の
ない相談。不審なメールや電話、身に覚えのない請求（架空請求）などの
相談が含まれる。

商
品

サ
ー
ビ
ス
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（２）相談に係る商品・役務の契約金額

表８　相談に係る商品・役務の契約金額（金額の明らかなもののみ）

（３）相談内容別件数

表９　相談内容別件数（相談１件につき内容が重複することがある）

Ｒ６年度 Ｒ５年度 前年度比

合計金額 802,225,184 円 999,260,068 円 80.3%

平均金額 703,090 円 799,408 円 88.0%

内容 Ｒ６年度 Ｒ５年度 前年度比

 契約・解約 1,611 1,682 95.8%

 販売方法 971 1,030 94.3%

 価格・料金 352 428 82.2%

 接客対応 291 341 85.3%

 品質・機能、役務 品質 271 323 83.9%

 表示・広告 213 199 107.0%

 法規・基準 60 77 77.9%

 安全・衛生 56 50 112.0%

 計量・量目 7 5 140.0%

 買物相談 4 2 200.0%

 生活知識 2 3 66.7%

 施設・設備 1 1 100.0%

 包装・容器 1 1 100.0%

 その他 18 23 78.3%

- 5 -
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（４）相談の多い商品・サービス

①相談の多い商品・サービス

表10　相談の多い商品・サービス

表11　年度別推移　化粧品に関する相談件数

商品・サービス Ｒ６年度 Ｒ５年度 増減

融資サービス １１６ １２１ -５

主に　フリーローン・サラ金 １０５ １０２ ３

借家・賃貸アパート ５２ ６９ -１７

うち　賃貸アパート ３８ ５２ -１４

他の教養・娯楽 ４４ ４３ １

うち　インターネットゲーム １７ １７ ０

うち　出会い系サイト・アプリ ４ １０ -６

娯楽等情報配信サービス ３１ ５４ -２３

うち　アダルト情報 １０ ２２ -１２

うち定期購入

Ｒ６ １７６ １５７ 89.2%

Ｒ５ １６９ １３５ 79.9%

１ 商品一般 ２７６ ２２３ ５３

２ 化粧品 １７６ １６９ ７

３

４ 健康食品 １０５ ８０ ２５

５ 役務その他 ９８ １１８ -２０

６ 工事・建築 ５８ ６３ -５

７ 自動車 ５２ ５７ -５

７

９ インターネット通信サービス ５１ ４２ ９

１０ 移動通信サービス ５０ ５２ -２

１１ 電報・固定電話 ４６ ３８ ８

１２ 他の金融関連サービス ４５ ４４ １

１３

１４ 他の教養娯楽品 ３９ ３９ ０

１５

その他 ９０６ １,０６０ -１５４

合　　計 ２,１４５ ２,２７２ -１２７

年度 化粧品
定期購入
の割合

○

○

○

○

商品・サービスの内容を詳細にみると、「商品一般」（276件）に関する相談が最も多く、
次いで「化粧品」（176件）、「融資サービス」（116件）と続いた。
「化粧品」に関する相談は、前年度に比べ4.1％増加（169件→176件）し、うち定期購入に
関する相談が９割近くを占めている（157件）。
「融資サービス」に関する相談は、前年度に比べ4.1％減少（121件→116件）したが、う
ち、フリーローン・サラ金に関する相談は105件と、前年度より3件増加し、「融資サービ
ス」の90.5％を占めている。
「健康食品」に関する相談は、前年度に比べ31.3％増加（80件→105件）した。
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②年齢層別で相談の多い商品・サービス

表12　年齢層別　相談件数の多い商品・サービス

２０歳未満 ２０歳台 ３０歳台

他の教養・娯楽 １０ 融資サービス １４ 融資サービス ２１
全てインターネットゲーム １０ 全てフリーローン、サラ金 １４ うちフリーローン、サラ金 １９

商品一般 ７ 商品一般 １０ 借家・賃貸アパート ９

健康食品 ７ 他の教養娯楽品 ７ 商品一般 ７

飲料 １ 自動車 ６ 内職・副業 ７

家具・寝具 １ 役務その他 ６ 化粧品 ６

電気・洋服一般 等 各１ 自動車 ６

４０歳台 ５０歳台 ６０歳台

融資サービス ２６ 商品一般 ４１ 化粧品 ５３
うちフリーローン、サラ金 ２５

商品一般 ２５ 化粧品 ４１ 商品一般 ４１

化粧品 １４ 健康食品 １７ 健康食品 ２１

借家・賃貸アパート １３ 融資サービス １７ 融資サービス １３
うちフリーローン、サラ金 １６ うちフリーローン、サラ金 １１

役務その他 １３ 役務その他 １２ 役務その他 １２

７０歳以上

商品一般 ９７

化粧品 ５６

健康食品 ４３

電報・固定電話 ３３

工事・建築 ２４
うち屋根工事 １０

うち塗装工事 ５

１ １ １

２
２ ２

３
３

４
４

５

１
１

１

２ ２

３
３

３

４
４

５ ５

１

２

３

４

５

○

○

○
○

「化粧品」は、30歳台以上で上位にあり、50歳台以上では１位または２位で他の年代よりも件数が多
い。
「融資サービス」は、20歳台から60歳台で上位にあり、20歳台から40歳台では１位となっている。い
ずれの年代もフリーローン・サラ金の割合が高い。
「健康食品」は20歳未満と50歳台以上で上位にあり、特に70歳以上で件数が多い。
70歳以上では、他の年代では見られない「電報・固定電話」や「工事・建築」が上位に入っている。
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（５）販売購入形態別

①販売購入形態別

表13　販売購入形態別

※マルチ ‥‥

※ネガティブ ‥‥

・オプション

（送り付け商法）

②通信販売におけるインターネット利用に関する相談

表14　年齢層別　通信販売におけるインターネット利用に関する相談件数

Ｒ６年度 Ｒ５年度

件数

店舗購入 4 20 21 37 30 48 91 30 ２８１ 13.1% 389 17.1% -１０８

通信販売 26 35 53 97 162 148 191 56 ７６８ 35.8% 813 35.8% -４５

電話勧誘販売 0 5 5 14 14 25 65 25 １５３ 7.1% 124 5.5% ２９

訪問販売 2 6 9 10 13 15 52 9 １１６ 5.4% 115 5.1% １

訪問購入 0 1 1 0 1 3 16 3 ２５ 1.2% 28 1.2% -３

マルチ・マルチま
がい 0 0 2 0 5 4 5 0 １６ 0.7% 16 0.7% ０

ネガティブ・オプ
ション 1 0 1 2 2 4 5 1 １６ 0.7% 20 0.9% -４

その他、無店舗 0 0 1 6 1 3 4 0 １５ 0.7% 21 0.9% -６

小計 29 47 72 129 198 202 338 94 １,１０９ 51.7% 1,137 50.0% -２８

不明・無関係 3 38 45 76 91 89 254 159 ７５５ 35.2% 746 32.8% ９

合　計 36 105 138 242 319 339 683 283 ２,１４５ 100.0% 2,272 100.0% -１２７

Ｒ６年度 Ｒ５年度 Ｒ４年度

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

２０歳未満 ２１ 3.6% ２９ 4.7% ３６ 5.7%

２０歳台 ３１ 5.3% ４３ 7.0% ５５ 8.6%

３０歳台 ３８ 6.5% ５２ 8.5% ４９ 7.7%

４０歳台 ８１ 13.9% １０３ 16.7% １０６ 16.7%

５０歳台 １３５ 23.2% １２９ 21.0% １４３ 22.5%

６０歳台 １１６ 19.9% １２１ 19.7% １１６ 18.2%

７０歳以上 １２０ 20.6% ９２ 15.0% ９４ 14.8%

不明 ４０ 6.9% ４６ 7.5% ３７ 5.8%

合　計 ５８２ 100.0% ６１５ 100.0% ６３６ 100.0%

　販売購入形態は、「店舗購入」とそれ以外の「特殊販売」に大きく分けられる。
特殊販売形態では、「通信販売」に関する相談が768件と最も多く、次いで、「電話勧誘

販売」153件、「訪問販売」116件と続いた。「電話勧誘販売」が前年度と比較して29件
（23.4％）増加した一方、「通信販売」は45件（5.5％）減少が見られた。

増減
（件
数）

構成比 件数 構成比

20歳
未満

20歳
台

30歳
台

40歳
台

50歳
台

60歳
台

70歳
以上

その
他

不明
合計

商品・サービスを契約して、次は自分が買い手を探し、買い手が増えるごと
にマージンが入る取引形態。買い手が次にその販売組織の売り手となり、組
織が拡大していく。

契約を結んでいないのに商品を一方的に送ってきて、受け取ったことで、支
払い義務があると消費者に勘違いさせて代金を支払わせようとする商法。

通信販売におけるインターネット利用に関する相談は、前年度と比較して5.4％減少した
（615件→582件）。50歳以上からの相談が全体の６割以上を占めるなか、70歳以上からの相
談が、92件から120件と28件（30.4％）増加している。

特
殊
販
売
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③通信販売における定期購入に関する相談

図３　年度別推移　通信販売における定期購入に関する相談件数

表15　通信販売における定期購入の商品分類別内訳

Ｒ６年度 Ｒ５年度 Ｒ４年度

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

化粧品 １５０ 61.7% １２７ 63.2% １６９ 65.0%

健康食品 ７２ 29.6% ４９ 24.4% ６０ 23.1%

医薬品 ７ 2.9% ６ 3.0% ８ 3.1%

飲料 ４ 1.6% ３ 1.5% ２ 0.8%

その他 １０ 4.1% １６ 8.0% ２１ 8.1%

合　計 ２４３ 100.0% ２０１ 100.0% ２６０ 100.0%

「通信販売」に関する相談のうち定期購入に関する相談は243件と、前年度（201件）に比
べ20.9％増加している。定期購入の商品分類別内訳は、「化粧品（150件）」、「健康食品
（72件）」の割合が高く、この２つで91.3％を占めている。

相談の内容としては、「定期購入でないことを確認し、１回限りのつもりで申し込んだ
が、２回目以降の商品が送付された」、「定期購入を解約したいが電話がつながらない」、
「定期縛りなしとあったのに、解約するには高額な追加料金が必要と言われた」といった内
容が多い。

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

通信販売 ８０１ ７４２ ８３３ ８１３ ７６８

うち定期購入 １９３ １５７ ２６０ ２０１ ２４３

０

２００

４００

６００

８００

１０００
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（６）問題商法別

表16　問題商法別相談件数と主な商品・サービス

※無　料　商　法　‥‥

※サイドビジネス商法‥

※点　検　商　法　‥‥

※利　殖　商　法　‥‥

※クレ・サラ強要商法‥

※当　選　商　法　‥‥

※開　運　商　法　‥‥

商　　法 Ｒ６年度 Ｒ５年度 増減 主な商品・サービス

１ 無料商法 ６３ ９５ -３２
インターネット通信サービス・娯楽等情報配
信サービス・広告代理サービス(各8)

２
サイドビジネス
商法

２８ ４６ -１８
内職/副業(9)、ファンド型投資商品・移動通
信サービス・ビジネス教室 等(各2)

３ 点検商法 １７ ７ １０
屋根工事(5)、給湯システム・ソーラーシステ
ム(各4)

４ 利殖商法 １６ ２９ -１３
ファンド型投資商品(4)、金融コンサルティン
グ(3)、外国為替証拠金取引(2)

５
クレ・サラ強要
商法

１１ １０ １
金融コンサルティング・役務その他サービ
ス・内職/副業（各2）

６ 当選商法 ８ １１ -３ 教養/娯楽サービス(4)、宝くじ(2)

７ キャッチセールス ７ ４ ３
ミネラルウォーター・ウォータークーラー・
電気・スマートフォン 等(各1)

８ 開運商法 ２ ７ -５ 祈とうサービス(1）

８ アンケート商法 ２ ２ ０ 化粧品(2）

１０ 下取り商法 １ ２ -１ 携帯電話サービス(1）

「無料商法」は95件から63件に、「サイドビジネス商法」は46件から28件に減少した。一
方、「点検商法」は７件から17件に増加している。

「無料招待」「無料サービス」「無料体験」など「無料」をセールストー
クや広告にして誘い、高額な商品やサービスを売りつける商法。

「内職・副業（サイドビジネス）になる」、「脱サラできる」等をセール
ストークにした手口。

事業者が「点検に来た」と言って来訪し、「工事をしないと危険」等と不
安をあおって、商品やサービスを契約させる商法。

「高利回り」「値上がり確実」など利殖になることを強調して勧誘する商
法。

クレジット・サラ金強要商法の略。「お金が無い」と言って高額な契約を
断る消費者に対して、事業者がカードローンやクレジットカードのキャッ
シングなどの借金を促し、強引に契約を結ばせる手口。

「当選した」「景品が当たった」「あなただけが選ばれた」などと特別な
優位性を強調して消費者に近づき、商品やサービスを売りつける商法。

不幸や不安な気持ちに付け込み、高額な開運グッズを購入させたり、高額
な料金を払わせる商法。いわゆる霊感商法や占い等を含む。
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（７）架空請求・不当請求

①架空請求（身に覚えのない請求）に関する相談

図４　年度別推移　架空請求相談件数

②不当請求に関する相談

図５ 年度別推移　不当請求相談件数

表18　不当請求に係る主な商品・サービス別相談件数

表17　架空請求方法別　相談件数

商品・サービス Ｒ６年度 Ｒ５年度 増減

１ 商品一般 ２７ ２２ ５

２ 化粧品 １５ ８ ７

健康食品 １０ ６ ４

役務一般 １０ ８ ２

娯楽等情報配信サービス ８ ２１ -１３

うちアダルト情報 ５ １８ -１３

役務その他 ８ ８ ０

そ　　の　　他 ５２ ６６ -１４

合　　　　　計 １３０ １３９ -９

「架空請求」に関する相談は、平成29年度には800件を超えていたが、その後大きく減
少。近年は横ばいの状態が続いている中、令和６年度は前年度と比較して10件の減少となっ
た。

請求方法については、令和２年度から４年度まではメールが多くを占めていたが、令和５
年度以降電話による請求が多くなっている。

請求
方法

Ｒ６ Ｒ５ 増減

メール ８ ５ ３

ハガキ ２ ３ -１

電話 １８ ３２ -１４

文書（封書、
ＦＡＸ等） ４ ２ ２

合計 ３２ ４２ -１０

不当請求（インターネット有料サイト等のワンクリック請求を含めた不当な請求）に関す
る相談件数は、平成29年度に対前年度比で半減して以来、ほぼ横ばいの状態が続いている。

３

５

H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４ R５ R６

相談件数 275 263 124 124 136 120 146 123 139 130

0
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H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R６

相談件数 184 224 803 492 198 67 36 39 42 32
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（８）フリーローン・サラ金及び多重債務に関する相談

図６　年度別推移　フリーローン・サラ金及び多重債務に係る相談件数

※多重債務の件数は相談内容から多重債務のキーワードが付与されたものを集計

表19　フリーローン・サラ金　年代別・性別相談件数

表20　多重債務残債務額別相談件数

Ｒ６年度

男性 女性 団体･不明 計

２０歳未満 ０ ０ ０ ０ ０ ０

２０歳台 ９ ５ ０ １４ １３ １

３０歳台 １２ ７ ０ １９ ９ １０

４０歳台 １１ １４ ０ ２５ ２３ ２

５０歳台 ６ １０ ０ １６ ２０ -４

６０歳台 ５ ５ １ １１ １５ -４

７０歳以上 ７ ７ ０ １４ １２ ２

団体・不明 ３ ２ １ ６ １０ -４

合　　計 ５３ ５０ ２ １０５ １０２ ３

残債務額 件数 残債務額 件数

～５０万円未満 ６ ６００万円台 ４

５０万円～１００万円未満 ９ ７００万円台 ３

１００万円台 ８ ８００万円台 １

２００万円台 ８ ９００万円台 ２

３００万円台 ６ １,０００万円以上 ８

４００万円台 ６ 不明 ３５

５００万円台 ７ 合計 １０３

年齢層 Ｒ５年度 増減

フリーローン・サラ金や多重債務に関する相談は、平成29年度以降減少傾向であったが、
令和５年度から増加傾向となり、令和６年度は前年度よりフリーローン・サラ金は３件、多
重債務は10件増加した。フリーローン・サラ金の年齢層別では30歳台を中心に増加してい
る。「生活費捻出のため借金を繰り返していたが、返済が困難になった。法律専門家を紹介
して欲しい。」、「死亡した家族に借金があることが判明。どうすればいいか。」などの相
談が寄せられた。

H27 H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４ R５ R６

ﾌﾘｰﾛｰﾝ･ｻﾗ金 153 164 171 161 117 93 91 82 102 105

多重債務 115 122 165 139 112 75 84 68 93 103
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（９）投資商品に関する相談

表21　公社債・未公開株・ファンド型投資商品　相談件数推移

表22　年齢層別　公社債・未公開株・ファンド型投資商品に関する相談件数

表23　公社債・未公開株・ファンド型投資商品に係る契約金額・既支払い金額

うち
60歳以上

うち
60歳以上

うち
60歳以上

０ ２ ０

(0.0%) (8.7%) (0.0%)

０ ０ １

(0.0%) (0.0%) (9.1%)

１０ ７ ７

(66.7%) (30.4%) (63.6%)

１０ ９ ８

(66.7%) (39.1%) (72.7%)

Ｒ６年度 Ｒ５年度 Ｒ４年度

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

２０歳未満 ０ 0.0% ０ 0.0% ０ 0.0%

２０歳台 １ 6.7% ４ 17.4% １ 9.1%

３０歳台 １ 6.7% ４ 17.4% １ 9.1%

４０歳台 ２ 13.3% ３ 13.0% ０ 0.0%

５０歳台 １ 6.7% ２ 8.7% １ 9.1%

６０歳台 ２ 13.3% ３ 13.0% ０ 0.0%

７０歳以上 ８ 53.3% ６ 26.1% ８ 72.7%

不明 ０ 0.0% １ 4.3% ０ 0.0%

合　計 １５ 100.0% ２３ 100.0% １１ 100.0%

Ｒ６年度 Ｒ５年度

平均額 最高額 総額 平均額

契約金額 3,910,921 円 16,500,000 円 46,931,055 円 4,985,740 円 -1,074,819 円 78.4%

既支払額 4,262,919 円 16,500,000 円 46,892,110 円 4,425,525 円 -162,606 円 96.3%

Ｒ６年度 Ｒ５年度 Ｒ４年度

公社債 ０ ２ ０

未公開株 ０ ０ １

ファンド型投資商品 １５ ２１ １０

合　計 １５ ２３ １１

増減
（平均額）

前年度比
(平均額)

投資商品に関する相談件数は15件と、前年度（23件）より減少した。契約当事者の年齢層
は、20歳台から70歳以上まで広く分布しており、うち70歳以上が５割を超えている。

「ネット上の知人に勧められ投資したが、利益が得られず返金にも応じてもらえな
い。」、「高齢の家族が友人から投資を勧められているが、疑わしい内容でやめさせた
い。」などの相談が寄せられた。
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（10）新型コロナウイルス感染症に関連する相談

※感染症法：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律。

表24　新型コロナウイルス感染症に関連する相談件数

表25　相談の多い商品・サービス（新型コロナウイルス感染症に関連するもの）

融資サービス

他の保健衛生品

他の保健・福祉

魚介類

音響・映像製品

旅客運送サービス

旅行代理業

他の教養・娯楽

Ｒ６年度 Ｒ５年度 Ｒ４年度 Ｒ３年度

件　　数 ０ １３ ５８ ７１

商品・サービス Ｒ６年度 Ｒ５年度 Ｒ４年度 Ｒ３年度

１ ０ ４ ６ ６

２ ０ ２ ４ １０

３ ０ ２ １ ４

０ １ １ ６

０ １ ０ ０

０ １ ３ ０

０ １ ３ ２

０ １ １ ２

そ　　の　　他 ０ ０ ３９ ４１

合　　　　　計 ０ １３ ５８ ７１

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが令和５年５月８日から５類に移行
後、相談は減少し、令和６年度は相談はなかった。

４
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３　県内市町村消費生活相談受付状況

表24　市町村窓口相談受付件数 （単位：件）

契約者
市町村

市町村
受付数

県
受付数

合計
契約者
市町村

市町村
受付数

県
受付数

合計

高知市 2,216 963 3,179 高知市 2,043 1,044 3,087

室戸市 3 24 27 室戸市 7 35 42

安芸市 16 48 64 安芸市 12 60 72

南国市 210 117 327 南国市 266 112 378

土佐市 6 106 112 土佐市 8 127 135

須崎市 71 50 121 須崎市 76 45 121

宿毛市 6 22 28 宿毛市 4 27 31

土佐清水市 4 26 30 土佐清水市 3 18 21

四万十市 0 46 46 四万十市 0 33 33

香南市 157 90 247 香南市 111 93 204

香美市 97 62 159 香美市 92 73 165

東洋町 0 7 7 東洋町 0 4 4

奈半利町 2 7 9 奈半利町 0 8 8

田野町 1 8 9 田野町 3 8 11

安田町 0 11 11 安田町 2 8 10

北川村 0 2 2 北川村 0 4 4

馬路村 0 2 2 馬路村 0 1 1

芸西村 10 14 24 芸西村 2 12 14

本山町 0 10 10 本山町 2 12 14

大豊町 11 17 28 大豊町 9 15 24

土佐町 1 11 12 土佐町 1 14 15

大川村 0 0 0 大川村 0 1 1

いの町 14 124 138 いの町 7 119 126

仁淀川町 2 20 22 仁淀川町 4 20 24

中土佐町 3 22 25 中土佐町 1 24 25

佐川町 1 45 46 佐川町 1 44 45

越知町 0 23 23 越知町 1 17 18

梼原町 2 11 13 梼原町 0 10 10

日高村 7 18 25 日高村 7 33 40

津野町 1 10 11 津野町 2 15 17

四万十町 12 51 63 四万十町 10 46 56

大月町 0 7 7 大月町 0 4 4

三原村 0 0 0 三原村 0 4 4

黒潮町 19 12 31 黒潮町 11 12 23

幡多広域 333 ― 333 幡多広域 289 ― 289

市町村計 3,205 1,986 5,191 市町村計 2,974 2,102 5,076

市町村不明 55 55 市町村不明 61 61

県外 36 36 県外 50 50

無回答 68 68 無回答 59 59

総　計 3,205 2,145 5,350 総　計 2,974 2,272 5,246

　　※幡多地域の相談件数　　（６市町村・幡多広域計：362件）＋（県受付：113件）＝475件

Ｒ６年度 Ｒ５年度

　県内の市町村の窓口が受け付けた相談は3,205件で、平成29年度以降、県立消費生活セン
ターの相談受付件数を上回っている。消費生活センターを設置している高知市、南国市、
幡多広域の合計件数は2,759件で、市町村受付件数全体の86.1％を占めている。
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高知県における消費生活相談　受付状況

市町村
受付分

県センター
受付分 計

市町村
受付分

県センター
受付分 計

3,205 2,145 5,350 2,974 2,272 5,246 
男性 1,312 894 2,206 1,163 943 2,106 
女性 1,597 1,088 2,685 1,542 1,139 2,681 
団体・不明・無回答 296 163 459 269 190 459 
20歳未満 51 36 87 57 47 104 
20歳台 143 105 248 175 175 350 
30歳台 148 138 286 172 152 324 
40歳台 233 242 475 212 270 482 
50歳台 325 319 644 326 324 650 
60歳台 451 339 790 344 348 692 
70歳以上 706 683 1,389 598 623 1,221 
団体・不明・無回答 1,148 283 1,431 1,090 333 1,423 
給与生活者 752 779 1,531 773 832 1,605 
自営・自由 183 185 368 164 209 373 
家事従事者 61 125 186 69 115 184 
学生 74 48 122 81 76 157 
無職 964 736 1,700 773 702 1,475 
団体等 80 90 170 77 124 201 
不明・無回答 1,091 182 1,273 1,037 214 1,251 
店舗購入 584 281 865 624 389 1,013 
訪問販売 164 116 280 161 115 276 
通信販売 1,144 768 1,912 1,051 813 1,864 
マルチ・マルチまがい 8 16 24 24 16 40 
電話勧誘販売 262 153 415 200 124 324 
ネガティブ・オプション 5 16 21 16 20 36 
訪問購入 35 25 60 31 28 59 
その他無店舗販売 21 15 36 22 21 43 
不明・無関係 982 755 1,737 845 746 1,591 
A.　商品一般 470 276 746 326 223 549 
B.　食料品 262 165 427 186 166 352 
C.　住居品 126 104 230 111 97 208 
D.　光熱水品 81 46 127 50 43 93 
E.　被服品 140 83 223 136 96 232 
F.　保健衛生品 375 235 610 309 220 529 
G　教養娯楽品 177 120 297 179 153 332 
H.　車両・乗り物 73 68 141 85 75 160 
I.　土地・建物・設備 90 49 139 70 54 124 
J.　他の商品 8 4 12 10 14 24 

商品計 1,802 1,150 2,952 1,462 1,141 2,603 

K.　クリーニング 7 12 19 9 6 15 
L.　レンタル・リース・貸借 136 74 210 114 97 211 
M.　工事・建築・加工 72 60 132 72 63 135 
N.　修理・補修 34 23 57 34 36 70 
O.　管理・保管 3 1 4 0 3 3 
P.　役務一般 41 21 62 36 26 62 
Q.　金融・保険サービス 394 218 612 446 250 696 
R.　運輸・通信サービス 233 173 406 224 157 381 
S.　教育サービス 5 3 8 4 5 9 
T.　教養・娯楽サービス 172 137 309 179 142 321 
U.　保健・福祉サービス 77 32 109 143 84 227 
V.　他の役務 148 110 258 174 134 308 
W.　内職・副業・ねずみ講 16 17 33 24 24 48 
他の行政サービス 15 25 40 16 20 36 

役務計 1,353 906 2,259 1,475 1,047 2,522 

他の相談 50 89 139 37 84 121 

3,205 2,145 5,350 2,974 2,272 5,246 

令和 ６ 年度 令和 ５ 年度

相　談　件　数

総　　計

項　　目

性
別
等

契
約
当
事
者

年
代
別

職
業
別

販
売
購
入
形
態

商
品
大
分
類
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【注意】 

　　構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は必ずしも 100％とはなりません

  
 
 
 

１　県立消費生活センター受付状況　 

　（１）相談受付件数 
令和７年度上半期の相談受付総数は 1,244 件で、前年度同期（1,076 件）に比べて

168 件（15.6％）増加しています。 

 
（２）相談内容等 

○契約当事者年齢層別では、20 歳台、30 歳台、60 歳台の増加幅が大きい 

Ÿ 前年度同期に比べ、20 歳台が 32 件（61.5％）、30 歳台が 24 件（32.4％）、60

歳台が 65 件（41.4％）増加しています。 

Ÿ 70 歳以上は 24 件（7.2％）増加し、全体に占める割合は 28.8％と、最も高くな

っています。 

 
○相談の多い商品・サービスでは、「商品一般」に関する相談が最多 

Ÿ 相談の多い商品・サービスは、迷惑メールや不審な電話、身に覚えのない請求（架

空請求）などの相談を含む「商品一般」が 147 件で最も多く、電力や通信業者を

かたった未納料金の請求や、海外からの不審な電話などに関する不安の声が寄せら

れています。 

Ÿ 次いで「化粧品」96 件、「融資サービス」57 件、「健康食品」52 件と続きまし

た。また、「理美容」が 29 件と、前年度同期（4 件）から 25 件増加しています。 

 
○通信販売における定期購入に関する相談が依然多い 
Ÿ 通信販売におけるインターネット利用に関する相談は 339 件と、前年度同期から

24 件（7.6％）増加しています。 

Ÿ 年齢層別では、特に 60 歳台が 24 件（42.1％）増加しています。 

Ÿ 通信販売のうち定期購入に関する相談は 126 件・27.5％で、前年度同期（120

件・29.3％）と同程度の状況であり、依然として多くの相談が寄せられています。 

 

○クレ・サラ強要商法が増加 

Ÿ 問題商法別では、クレ・サラ強要商法が前年度同期に比べ３件増加しています。   

クレ・サラ強要商法は、契約の際に無理にサラ金から借金をさせるなどの商法で、

サイドビジネス商法とともに内職・副業に関する相談によく見られています。 

 

２　県内市町村消費生活相談受付状況 

県内市町村の相談窓口が受け付けた消費生活相談件数は 1,675 件で、前年度同期

（1,649 件）と比べて 26 件（1.6％）増加しています。 

そのうち、消費生活センターを設置している高知市、南国市、幡多広域で受け付けた相

談件数の合計は 1,422 件で、市町村受付件数全体の 84.9％を占めています。 

令和７年度上半期に高知県立消費生活センターに寄せられた相談等の概要
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１　県立消費生活センター受付状況

（１）相談受付件数

表１　相談件数

図１　年度別推移　相談件数

※R7のみ上半期実績

（２）相談方法別

表２　相談方法別

（３）対応処理結果

表３　対応処理結果 （令和７年10月24日現在）

苦情相談 問合せ 要望 Ｒ７上半期計 前年度同期 増減 対前年度比

Ｒ７上半期 前年度同期

件数 構成比 件数 構成比

来　訪 １３３ 10.7% １３４ 12.5% -１

電　話 １,０５１ 84.5% ９１０ 84.6% １４１

文　書 ６０ 4.8% ３２ 3.0% ２８

合　計 １,２４４ 100.0% １,０７６ 100.0% １６８

　消費生活相談員による相談への対応処理は、消費者への助言が半数以上を占める。

４２ ６８５ ３４０ ７０ ７ ３７ ３３ ３０

(3.4%) (55.1%) (27.3%) (5.6%) (0.6%) (3.0%) (2.7%) (2.4%)

令和７年度上半期の相談受付総数は1,244件で、前年度同期（1,076件）に比べて15.6％
（168件）増加している。

１,１５６ ８７ １ １,２４４ １,０７６ １６８ 115.6%

増減

他機関
紹介

助言
(自主交渉)

その他
情報提供

あっせん
解決

あっせん
不調

処理不能 処理不要 その他

H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

下半期 1,400 1,671 1,165 1,189 1,114 1,167 1,183 1,114 1,069 

上半期 1,494 1,439 1,414 1,171 1,281 1,056 1,086 1,158 1,076 1,244

合計 2,894 3,110 2,579 2,360 2,395 2,223 2,269 2,272 2,145 1,244 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

- 2 -
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（４）契約当事者別

表４　契約当事者　性別等

表５　契約当事者　年齢層別

図２　契約当事者　年齢層別

表６　契約当事者　職業別

Ｒ７上半期 前年度同期

件数 構成比 件数 構成比

男　性 ５０１ 40.3% ４３５ 40.4% 115.2%

女　性 ６５８ 52.9% ５６５ 52.5% 116.5%

団　体 ３７ 3.0% ４４ 4.1% 84.1%

不　明 ４８ 3.9% ３２ 3.0% 150.0%

合　計 １,２４４ 100.0% １,０７６ 100.0% 115.6%

Ｒ７上半期 前年度同期

件数 構成比 件数 構成比

20歳未満 ２４ 1.9% ２１ 2.0% 114.3%

（うち18歳、19歳） １２ 1.0% ８ 0.7% 150.0%

20歳台 ８４ 6.8% ５２ 4.8% 161.5%

30歳台 ９８ 7.9% ７４ 6.9% 132.4%

40歳台 １３６ 10.9% １３７ 12.7% 99.3%

50歳台 １７６ 14.1% １６８ 15.6% 104.8%

60歳台 ２２２ 17.8% １５７ 14.6% 141.4%

70歳以上 ３５８ 28.8% ３３４ 31.0% 107.2%

団体・不明 １４６ 11.7% １３３ 12.4% 109.8%

合　計 １,２４４ 100.0% １,０７６ 100.0% 115.6%

Ｒ７上半期 前年度同期

件数 構成比 件数 構成比

給与生活者 ４６３ 37.2% ３８６ 35.9% 119.9%

自営・自由 １０６ 8.5% ９２ 8.6% 115.2%

家事従事者 ４８ 3.9% ６５ 6.0% 73.8%

学生 ３８ 3.1% ２４ 2.2% 158.3%

無職 ４３４ 34.9% ３７８ 35.1% 114.8%

企業・団体 ３７ 3.0% ４４ 4.1% 84.1%

不明・その他 １１８ 9.5% ８７ 8.1% 135.6%

合　計 １,２４４ 100.0% １,０７６ 100.0% 115.6%

年代別にみると、70歳以上が最も多く３割近くを占め、次いで60歳台、50歳台と続いてい
る。60歳以上の契約当事者の全体に占める割合は46.6％と、４割を上回っている。

20歳台は84件と、前年度同期に比べ32件、率にして61.5％増加している。同様に18歳、19歳
も12件と、前年同期に比べ４件、率にして50.0％増加している。

前年度比

性
別
等

前年度比

前年度比

年
齢
層
別

職
業
等
別

２０歳未満, 1.9% ２０歳台, 6.8%

３０歳台, 7.9%

４０歳台, 10.9%

５０歳台, 14.1%

６０歳台, 17.8%

７０歳以上, 28.8%

団体・不明, 11.7%

- 3 -
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２　相談内容等

（１）商品・サービス大分類別

表７　商品・サービス大分類別

※商品一般‥‥

Ｒ７上半期 前年度同期

件数 構成比 件数 構成比

商品一般　※ １４７ 11.8% １４６ 13.6% 100.7%

食料品 １０３ 8.3% ８２ 7.6% 125.6%

住居品 ７３ 5.9% ４２ 3.9% 173.8%

光熱水品 ２１ 1.7% １８ 1.7% 116.7%

被服品 ５６ 4.5% ４３ 4.0% 130.2%

保健衛生品 １２７ 10.2% １１１ 10.3% 114.4%

教養娯楽品 ８４ 6.8% ６６ 6.1% 127.3%

車両・乗り物 ３３ 2.7% ２７ 2.5% 122.2%

土地・建物・設備 ３０ 2.4% ２３ 2.1% 130.4%

他の商品 ５ 0.4% ２ 0.2% 250.0%

小　計 ６７９ 54.6% ５６０ 52.0% 121.3%

クリーニング １ 0.1% ７ 0.7% 14.3%

レンタル･リース･貸借 ５４ 4.3% ３８ 3.5% 142.1%

工事･建築・加工 ３０ 2.4% ２８ 2.6% 107.1%

修理･補修 １３ 1.0% １１ 1.0% 118.2%

管理･保管 ０ 0.0% １ 0.1% 0.0%

役務一般 ７ 0.6% １１ 1.0% 63.6%

金融･保険サービス １０５ 8.4% １１７ 10.9% 89.7%

運輸･通信サービス ９４ 7.6% ８８ 8.2% 106.8%

教育サービス ４ 0.3% １ 0.1% 400.0%

教養･娯楽サービス ７３ 5.9% ７８ 7.2% 93.6%

保健･福祉サービス ５０ 4.0% １６ 1.5% 312.5%

他の役務 ５９ 4.7% ４９ 4.6% 120.4%

内職･副業・ねずみ講 １３ 1.0% １１ 1.0% 118.2%

他の行政サービス ６ 0.5% １５ 1.4% 40.0%

小　計 ５０９ 40.9% ４７１ 43.8% 108.1%

他の相談 ５６ 4.5% ４５ 4.2% 124.4%

合計 １,２４４ 100.0% １,０７６ 100.0% 115.6%

商品・サービス大分類別でみると、「商品一般」に関する相談が最も多く147件
（11.8％）、次いで「保健衛生品」「金融・保険サービス」「食料品」と続いている。

前年度比

商品の相談ではあるが、他の分類に特定できない、または特定する必要のな
い相談、不審なメール、身に覚えのない請求などの相談が含まれる。

商
品

サ
ー
ビ
ス

- 4 -
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（２）相談の多い商品・サービス

①相談の多い商品・サービス

表８　相談の多い商品・サービス

表９　化粧品及び健康食品に関する相談件数

前年度同期

件数 順位

融資サービス ５７ ７５ -１８
主に　フリーローン・サラ金 ５０ ６８ -１８

他の教養・娯楽 ２０ ２５ -５
うち　出会い系サイト・アプリ １ ２ -１

インターネットゲーム ４ ８ -４

うち定期購入 定期割合 うち定期購入 定期割合

Ｒ７上半期 ９６ ８２ 85.4% ５２ ３７ 71.2%

Ｒ６上半期 ８２ ７２ 87.8% ４９ ３９ 79.6%

商品・サービス
Ｒ７上半期

件数
増減
件数

１ 商品一般 １４７ １４６ 1 １

２ 化粧品 ９６ ８２ 2 １４

３ 3 

４ 健康食品 ５２ ４９ 4 ３

５ 役務その他 ４５ ４６ 5 -１

６ 借家・賃貸アパート ４２ ２６ 8 １６

７ 移動通信サービス ３１ ２８ 6 ３

自動車 ２９ １８ 12 １１

工事・建築 ２９ ２７ 7 ２

インターネット通信サービス ２９ ２６ 8 ３

理美容 ２９ ４ 50 ２５

１２ 空調・冷暖房機器 ２６ ９ 27 １７

１３
他の教養娯楽品 ２３ １６ 15 ７

他の金融関連サービス ２３ １６ 15 ７

紳士・婦人洋服 ２０ １４ 17 ６

電報・固定電話 ２０ ２１ 11 -１

10 

その他 ５２６ ４４８ ７８

合　　計 １,２４４ １,０７６ １６８

年度 化粧品 健康食品

○

○

○　
○

商品・サービスの内容を詳細にみると、「商品一般」（147件）に関する相談が最も多く、次
いで「化粧品」、「融資サービス」と続いており、上位５位については前年度同期と同順序
である。
「融資サービス」に関する相談は57件と、前年度同期と比較して24.0％減少した。また、
「融資サービス」に関する相談のうち、フリーローン・サラ金に関する相談が87.7％を占め
ている。
「理美容」に関する相談が29件と、前年度同期（４件）から25件増加している。
「化粧品」、「健康食品」ともに定期購入に関する相談の割合が依然として高い（化粧品：
85.4％、健康食品：71.2％）。

８

１５
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②年齢層別で相談の多い商品・サービス

表10　年齢層別　相談件数の多い商品・サービス

２０歳未満 ２０歳台 ３０歳台

他の教養・娯楽 ５ 理美容 １５ 商品一般 １０
うちｲﾝﾀｰﾈｯﾄｹﾞｰﾑ ４

紳士・婦人洋服 ３ 融資サービス ９ 融資サービス ８
すべてﾌﾘｰﾛｰﾝ・ｻﾗ金 ９ すべてﾌﾘｰﾛｰﾝ・ｻﾗ金 ８

商品一般 ２ 内職・副業 ７ 化粧品 ７

パソコン・パソコン関連用品 ２ 自動車 ５ 自動車 ７

商品一般 ４ 借家・賃貸アパート ６

借家・賃貸アパート ４

役務その他 ４

４０歳台 ５０歳台 ６０歳台

融資サービス １６ 化粧品 ２０ 商品一般 ３６
うちﾌﾘｰﾛｰﾝ・ｻﾗ金 １５

商品一般 ９ 商品一般 １１ 化粧品 ３２

化粧品 ７ 健康食品 ８ 健康食品 １２

教室・講座 ７ 借家・賃貸アパート ８ 融資サービス １０
すべてﾌﾘｰﾛｰﾝ・ｻﾗ金 ８

自動車 ６ 空調・冷暖房機器 ６ 役務その他 １０

工事・建築 ６ 玩具・遊具 ６

相談その他 ６ 他の金融関連サービス ６

移動通信サービス ６

役務その他 ６

７０歳以上

商品一般 ４９

化粧品 ２４

健康食品 ２２

移動通信サービス １６

工事・建築 １３

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信サービス １３

相談その他 １３

○
○

○

「化粧品」は、50歳台以上で件数が多い。
「融資サービス」は、20歳台から40歳台と60歳台で多く、40歳台では最も多くなっている。いずれも
ほとんどが「フリーローン・サラ金」となっている。
70歳以上では、移動通信やインターネット通信に関する相談が他の年代より多く見られる。

１ １ １

２ ２ ２

３

３

３

４

５ ５

１ １ １

２ ２ ２

３ ３

３

４

５

５

１

２

３

４

５
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（３）販売購入形態別

①販売購入形態別

表11　販売購入形態別

※マルチ ‥‥

※ネガティブ ‥‥

・オプション

（送り付け商法）

②通信販売におけるインターネット利用に関する相談

（図・表）年齢層別　通信販売におけるインターネット利用に関する相談

図３ 表12

Ｒ７年度 Ｒ６年度

件数

店舗購入 4 22 18 26 22 34 54 13 １９３ 15.5% 134 12.5% ５９

通信販売 14 26 41 54 93 100 99 32 ４５９ 36.9% 409 38.0% ５０

電話勧誘販売 0 12 3 9 6 8 32 6 ７６ 6.1% 66 6.1% １０

訪問販売 2 3 4 7 4 6 22 3 ５１ 4.1% 53 4.9% -２

訪問購入 0 0 0 0 0 3 5 0 ８ 0.6% 14 1.3% -６

マルチ・マルチま
がい 0 2 0 1 1 1 2 2 ９ 0.7% 8 0.7% １

ネガティブ・オプ
ション 0 0 0 0 0 1 3 0 ４ 0.3% 8 0.7% -４

その他、無店舗 0 0 1 0 4 1 2 0 ８ 0.6% 7 0.7% １

小計 16 43 49 71 108 120 165 43 ６１５ 49.4% 565 52.5% ５０

不明・無関係 4 19 31 39 46 68 140 89 ４３６ 35.0% 377 35.0% ５９

合　計 24 84 98 136 176 222 359 145 １,２４４ 100.0% 1,076 100.0% １６８

Ｒ７上半期 前年度同期

件数 件数

２０歳未満 １２ １２

２０歳台 ２２ １８

３０歳台 ２７ ２５

４０歳台 ３９ ４４

５０歳台 ７８ ７３

６０歳台 ８１ ５７

７０歳以上 ５９ ６６

不明 ２１ ２０

合　計 ３３９ ３１５

　販売購入形態別では、「通信販売」に関する相談が459件（36.9％）と最も多く、次いで「店舗 
購入」193件、「電話勧誘販売」76件、「訪問販売」51件と続く。

増減
（件
数）

構成比 件数 構成比

20歳
未満

20歳
台

30歳
台

40歳
台

50歳
台

60歳
台

70歳
以上

その
他
不明

合計

商品・サービスを契約して、次は自分が買い手を探し、買い手が増えるごとに
マージンが入る取引形態。買い手が次にその販売組織の売り手となり、組織が拡
大していく。

契約を結んでいないのに商品を勝手に送ってきて、受け取ったことで、支払い義
務があると消費者に勘違いさせて代金を支払わせようとする商法。

　通信販売におけるインターネット利用に関する相談は、前年度同期から24件（7.6%）増加し
ている。年齢層別では、60歳台で24件（42.1％）増加が見られる。

特
殊
販
売

１２ １２

１８ ２２

２５ ２７

４４ ３９

７３ ７８

５７

８１

６６

５９

２０

２１

０

５０

１００

１５０

２００

２５０

３００

３５０

４００

R6上半期 R7上半期

不明

７０歳以上

６０歳台

５０歳台

４０歳台

３０歳台

２０歳台

２０歳未満
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③通信販売における定期購入に関する相談

図４　年度別推移　通信販売における定期購入に関する相談件数

表13　通信販売における定期購入の商品分類別内訳

Ｒ７上半期 前年度同期

件数 構成比 件数 構成比

化粧品 ７８ 61.9% ７０ 58.3%

健康食品 ３３ 26.2% ３７ 30.8%

医薬品 ９ 7.1% ２ 1.7%

その他 ６ 4.8% １１ 9.2%

合　計 １２６ 100.0% １２０ 100.0%

通信販売に関する相談のうち、定期購入に関する相談の件数・割合は126件・27.5％で、前年
度同期（120件・29.3％）と同程度の状況である。定期購入の内容は、「化粧品（78件）」「健
康食品（33件）」の割合が高く、この２つで88.1％を占めている。

相談内容としては、「塗るだけでシワが消える動画広告を見て美容液を注文した。１回限り
と書かれていたのに高額な２回目が届き解約したい。」「定期購入の化粧品を解約したいと思
い窓口に電話するとネットでの手続きを求められたが、ログインできず解約できない。」等が
ある。

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

通販下半期 ３６６ ４０５ ４５３ ３７８ ３５９

通販上半期 ４３５ ３３７ ３８０ ４３５ ４０９ ４５９

定期下半期 ９０ ８９ １５１ １１１ １２３

定期上半期 １０７ ６８ １０９ ９０ １２０ １２６

０
１００
２００
３００
４００
５００
６００
７００
８００

通販上半期 通販下半期 定期上半期 定期下半期
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（４）問題商法別

表14　問題商法別の相談状況

※無　料　商　法　‥‥

※サイドビジネス商法‥

※クレ・サラ強要商法‥

※利　殖　商　法　‥‥

※点　検　商　法　‥‥

※当　選　商　法　‥‥

商　　法 Ｒ７上半期 前年度同期 増減 商品・サービスの例（件数）

無料商法 ２９ ３０ -１
役務その他サービス(8)、教室・講座(5)、
他の教養・娯楽(4)、インターネット通信
サービス、理美容(各2)

サイドビジネス
商法

１２ １８ -６
内職・副業（6）、商品一般、他の飲料、
ファンド型投資商品、ビジネス教室、ソフ
トウェアライセンス、役務その他(各1)

クレ・サラ
強要商法

９ ６ ３
内職・副業(7)、ビジネス教室、役務その他
サービス(各1)

利殖商法 ６ ８ -２
他の金融関連サービス(4)、ファンド型投資
商品(2)

点検商法 １ ７ -６ 空調・設備・冷暖房設備(1)

当選商法 １ ６ -５ アクセサリー(1)

　「クレ・サラ強要商法」は増加している。「サイドビジネス商法」や「クレ・サラ強要商
法」は内職・副業に関する相談によく見られる。

「無料招待」「無料サービス」「無料体験」など「無料」をセールストー
クや広告にして人を集め、高額な商品やサービスを売りつける商法

「内職・副業（サイドビジネス）になる」、「脱サラできる」等をセール
ストークにした手口

売買契約の際に無理やりサラ金等から借金をさせたりクレジット契約を組
ませたりする商法

「高利回り」「値上がり確実」など利殖になることを強調して勧誘する商
法

無料や格安で点検（振り）を行い、不安をあおる等して、不必要又は法外
な工事や修繕、駆除等を行う契約を取る商法

「当選した」「景品が当たった」「あなただけが選ばれた」などと特別な
優位性を強調して消費者に近づき、商品やサービスを売りつける商法
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（５）架空請求・不当請求

①架空請求（身に覚えのない請求）に関する相談

図５　年度別推移　架空請求相談件数

※R7のみ上半期実績

②不当請求に関する相談

図６ 年度別推移　不当請求相談件数

※R7のみ上半期実績

表16　不当請求に係る主な商品・サービス別相談件数

表15　架空請求方法別　相談件数

商品・サービス Ｒ７上半期 前年度同期 増減

１ 商品一般 １３ １３ ０

２ 化粧品 ８ ８ ０

３ 娯楽等情報配信サービス ６ ４ ２

健康食品 ４ ４ ０

借家・賃貸アパート ４ １ ３

移動通信サービス ４ ３ １

そ　　の　　他 ２８ ３５ -７

合　　　　　計 ６７ ６８ -１

　「架空請求」の相談は、平成29年度には800件を超えていたが、その後大きく減少した。
　令和７年度上半期は15件で、前年度同期と比較して１件減少している。

請求
方法

Ｒ７
上半期

前年度
同期 増減

メール ６ ３ ３

ハガキ ２ １ １

電話 ６ １１ -５

文書（封書、
ＦＡＸ等） １ １ ０

合計 １５ １６ -１

　「不当請求」に関する相談件数は、近年ほぼ横ばいの状態が続いている。令和７年度上半
期は67件で、前年度同期と比較して１件減少している。

４

H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

相談件数 803 492 198 67 36 39 42 32 15

0
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相談件数 124 124 136 120 146 123 139 130 67
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（６）フリーローン・サラ金及び多重債務に関する相談

図７　年度別推移　フリーローン・サラ金及び多重債務に係る相談件数

※「多重債務」の件数は相談内容から多重債務のキーワードが付与されたものを集計

※R7のみ上半期実績

表17　フリーローン・サラ金　年代別・性別相談件数

（７）投資商品に関する相談

表18　公社債・未公開株・ファンド型投資商品　相談件数推移

Ｒ７上半期

男性 女性 団体･不明 計

２０歳未満 ０ １ ０ １ ０ １

２０歳台 ７ ２ ０ ９ １１ -２

３０歳台 ５ ３ ０ ８ １１ -３

４０歳台 ９ ６ ０ １５ １８ -３

５０歳台 １ ３ ０ ４ １２ -８

６０歳台 ５ ３ ０ ８ ７ １

７０歳以上 ３ ０ ０ ３ ７ -４

団体・不明 １ ０ １ ２ ２ ０

合　　計 ３１ １８ １ ５０ ６８ -１８

　フリーローン・サラ金や多重債務に関する相談は、平成29年度以降減少傾向であったが、
令和５年度から増加に転じた。令和７年度は前年度同期（フリーローン・サラ金：68件、多
重債務：56件）と比較しておのおの18件、12件減少している。
　相談内容としては、「借金の返済が困難で、債務整理をしたい。」、「亡くなった家族に
多額の借金があることが判明。どうすればいいか。」などとなっている。

年齢層 前年度同期 増減

　投資商品に関する相談件数は６件と、前年度同期（８件）より減少している。

Ｒ７上半期 前年度同期

公社債 ０ ０

未公開株 ０ ０

ファンド型投資商品 ６ ８

合　計 ６ ８

H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４ R５ R６ R７

ﾌﾘｰﾛｰﾝ･ｻﾗ金 164 171 161 117 93 91 82 102 105 50

多重債務 122 165 139 112 75 84 68 93 103 44
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３　県内市町村消費生活相談受付状況

表19　市町村窓口相談受付件数 （単位：件）

契約者
市町村

市町村
受付数

県
受付数

合計
契約者
市町村

市町村
受付数

県
受付数

合計

高知市 1,117 598 1,715 高知市 1,157 498 1,655

室戸市 4 25 29 室戸市 3 13 16

安芸市 13 25 38 安芸市 10 17 27

南国市 144 74 218 南国市 118 65 183

土佐市 7 48 55 土佐市 3 54 57

須崎市 32 26 58 須崎市 43 31 74

宿毛市 3 15 18 宿毛市 3 11 14

土佐清水市 0 13 13 土佐清水市 3 14 17

四万十市 0 25 25 四万十市 0 18 18

香南市 71 47 118 香南市 70 47 117

香美市 54 36 90 香美市 42 31 73

東洋町 0 3 3 東洋町 0 3 3

奈半利町 0 6 6 奈半利町 1 4 5

田野町 2 6 8 田野町 0 2 2

安田町 0 8 8 安田町 0 6 6

北川村 0 5 5 北川村 0 1 1

馬路村 0 0 0 馬路村 0 0 0

芸西村 4 5 9 芸西村 5 6 11

本山町 0 4 4 本山町 0 0 0

大豊町 4 4 8 大豊町 3 6 9

土佐町 0 2 2 土佐町 0 7 7

大川村 1 0 1 大川村 0 0 0

いの町 14 66 80 いの町 7 50 57

仁淀川町 1 9 10 仁淀川町 0 8 8

中土佐町 1 10 11 中土佐町 2 9 11

佐川町 4 23 27 佐川町 0 29 29

越知町 2 6 8 越知町 0 9 9

梼原町 2 2 4 梼原町 0 6 6

日高村 7 8 15 日高村 1 7 8

津野町 2 6 8 津野町 1 5 6

四万十町 9 26 35 四万十町 8 27 35

大月町 0 1 1 大月町 0 5 5

三原村 0 0 0 三原村 0 0 0

黒潮町 16 10 26 黒潮町 13 4 17

幡多広域 161 － 161 幡多広域 156 － 156

市町村計 1,675 1,142 2,817 市町村計 1,649 993 2,642

市町村不明 30 30 市町村不明 34 34

県外 31 31 県外 20 20

無回答 41 41 無回答 29 29

総　計 1,675 1,244 2,919 総　計 1,649 1,076 2,725

令和７年度上半期 令和６年度上半期

　県内の市町村の窓口が受け付けた相談は1,675件で、平成29年度以降、県立消費生活セン
ターの相談受付件数を上回っている。消費生活センターを設置している、高知市、南国
市、幡多広域の合計件数は1,422件で、市町村受付件数全体の84.9％を占めている。
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